























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































品　　　　　目 通過率 購入率 品　　　　　目 通過率 購入率
精　　　　肉 94％ 80％ 家　庭　用　品 61％ 14％
青　　　　果 90 56 ジャム・ゼリー 72 19
乳　　製　　品 93 78 缶ジュース 55 13
冷　凍　食　品 63 28 マカロニ製品 53 10
アイスクリーム 61 14 缶　　　　詰 64 19
セルフサービス 缶　ミ　ル　ク 49 12
パン類（プレスパッケージされたパン）70 41 紙　　製　　品 64 37
サ　ー　ビ　ス i ペットフード 48 15
パン類げレスパッケージされていないパン）64 15 ピ　ク　ル　ス 66 15
惣　　　　菜 57 調　　理　　食 56 10
ベビーフード 45 18 ドレッシング・マヨネーズ 59 19
パン・ケーキの素 53 12 食塩・香料 57 13
ビ　　ー　　ル 57 24 軽　　食　　品 49 12
キャンデー 49 13 石けん・洗剤
61 24
シ　リ　ア　ル 63 11 清　涼　飲　料
55 22
タ　バ　コ　類 65 25 ス　ー　プ　類 62 24
コーヒー、紅茶、ココア 61 13 野　菜　缶　詰 60 29
調味料、ソース類 75 21 乾燥　野　菜 55 12
クラッカー、クッキー類 68 17 化　　粧　　品 46 18
デ　ザ　ー　ト 59 35 食　　器　　類 30 6
栄　養　食　品 55 16 雑誌・書籍 38 13
魚　　缶　　詰 63 7 文　　房　　具 36 2
果　物　缶詰 53 13 玩　　　　具 35 4
干　　果　　物 55 20 レ　コ　ー　ド 39 1
出典：“Colonial　Studジ．　Pγogγe∬ive　Gγoceγ（January　1964）．　p．91．
図1－6　スーパーマーケット各売場における顧客の通過率
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a．消費者は、コーナー（売場の角）を避けて、まるく回る。
b．新しい売場の最初の約8尺（約2．4m）は見過ごされることが多い。
c．売場の両サイド（左右）を交互に買い回るようなことはまれで、一方のみの買い回
　　りが主である。
d．通路に島陳列を行うと、反対側の売場へ行かなくなり、動線を規制してしまう。
等がそれである。そして、フロアのスペース生産性を上げるためには、上記のような消
費者の人間工学的特徴（店舗にとってはマイナス要因となる）を操作することが重要で
ある。そして、　“パワー・カテゴリー”（彼は明示していないが、購入率の高い、すな
わち来店客のより多くの客が購入する商品を意味していると考えてよい）を「戦略的」
に配置して人間工学的特徴を操作することにより、消費者の自然な動線を補正しうると
している。（3ωまた、彼は、動線は「どうであるか」ではなく「どうあるべきか」、す
なわち、小売店が操作するものだと断言している。
　Oesterleの研究は、実務に直結しうるという点で評価しうるが、やはり個々の売場単
位での示唆しか抽出しえない、という点で限度がある。また、分析方法も、売場毎の動
線の濃淡で見るなど、極めて単純な方法にとどまっている。
　動線研究は、このように未体系なまま行われてきたのが実状であるが、その体系化を
試みたのが青木（1983）である。青木は、流通経済研究所の研究プロジェクトにおいて、
動線研究を2つのタイプに明示してわけた。（3Dすなわち
a．売場中心型の分析一売場別、通路別に通過率、買上率等を算出し、各売場の特性
　　や位置づけを把握するもの。
b．消費者中心型の分析一入店直後からレジ通過までの個々の消費者の店舗内動線自
　　体を分析対象とし、店舗内動線と買物実績との関係を解明しようとするもの。
の2つである。青木の分類に従えば、従来の研究は基本的にaの売場中心型の分析であ
ったということがいえる。bの消費者中心型の分析では、変数間の相関が発見されてい
るにとどまる。
　消費者中心型の売場視点から、青木は「客単価の規定因の連鎖」として図1－7を示
した。そして、動線のパターンを7パターンに分類し、パターン毎に規定因間の相関関
係を明らかにして、結果としての購買金額の高さから、店舗にとって最も望ましい動線
のあり方を提示した。図1－8は、動線パターンのうち、購入金額が最も高くなる動線
を示したものである。
19
図1－7　客単価を規定する諸要因の連鎖
　立寄率　買上率　買上個数　商品単価
×　総立寄回数　×　買上回数　　x　買上個数　　×　買上金額　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　買上回数
出典：「流通ノウハウ研究開発機構最終報告書」側）流通経済研究所（1985）4頁。
図1－8　全通路回遊型（主通路→ゴンドラ通路）
サンプル数（構成比） 152（30．4）
平均動線長（m） 205．4m
平均売場滞在時間 16．5分
平均買上回数 6．6回
平均立寄回数 4．6回
100m当り買上回数 3．3回
出典：流通ノウハウ研究開発機構第1年度報告書「客動向調査」㈱流通経済研究所（1983）31頁。
　同研究に同時に携わった宮沢（1985）は、・青木の成果ならびにOesterleの示唆をもと
に、フロア・レイアウトの生産性向上仮説を、図1－9のように示した。宮沢は、　「主
動線計画」すなわち、入店客のより多くに買い回ってもらいたいと想定する最も「太
い」動線を戦略的に計画することの必要性を強調した。（32）
　なお、この研究では、単に調査分析にとどまることなく、調査仮説に基づいてレイア
ウトを実際に変更した。レイアウト変更前と変更後に動線調査を行い、調査仮説を実験
立証した唯一の事例であろう。
　この実験から、消費者の店舗内動線を延長することによる購買個数・金額の増加が認
められ、先の大槻（1980）が提示したにとどまる仮説を立証したことになった。また、
20
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動線長の延長には、Oesterleのいうパワーカテゴリーの分散配置が有効に寄与した。そ
の際に、この調査・実験では、POSデータから商品カテゴリー毎の購入率を算出し、
パワーカテゴリーをより細かい商品分類単位で客観的に規定した。さらに、同様に、P
OSデータから商品相互間の結びつきを判定するショッピング・バスケット分析、また、
当該商品の購買が他商品の同時購買を促進する程度を示す「波及効果係数」を算出し、
商品配置を決定した。（33）このように、この一連の調査・実験は、調査および実験仮説
形成、さらには実験検証においても、動線分析という観察以外にPOSデータ分析を組
み合わせた点において、そして、具体的なレイアウト改善にたあの示唆を抽出したとい
う点において評価されうるものであろう。
　しかしながら、この調査・実験も当該店舗一店のみでの検証であり、一般化はその後
の課題となっている。
④店舗内実験による購買行動の検証
　上記のフロア・レイアウト全体を変更し、実験するという試みも、店舗内実験の一例
ではあるが、実験店舗の了解を得ることの困難さやその実施に伴うコストも大きく、こ
れまでの研究においては数少ないケースといえよう。また、実験に伴うバイアスや制約
も多く、実験結果の解釈も複雑にならざるを得ない。さらには、実験主体者もしくはそ
のスポンサーは、小売業よりはむしろ圧倒的にメーカーであり、彼らの関心は自らの製
品群に直接関係するより狭い範囲の「売場」であり、フロア全体でないことも一因とな
っているであろう。
　そして、これらの実験は、店舗内における主要なマーケティング変数を意図的に操作
することにより、その結果を売上等の店舗成果に照らして測定し、それらマーケティン
グ変数の効果性を追求しようとするものである。そして、これまでに実施されてきた数
々の実験の多くは、
　a．シェルフ・ディスプレイに関するもの（シェルフ・スペース、フェイシング効果、
　　ディスプレイの形態等）
　b．価格づけに関するもの（値引効果）
　c．インストア・プロモーションに関するもの（POP、大量陳列効果、様々のプロ
　　モーション・ツール別の効果）
の3つに大別できる。（34）
　実験の主目的は、マーケティング変数の効果性の把握が中心であるために、消費者の
購買行動をこれらの実験を通じて間接的に抽出することも不可能ではないが、一般性は
著しく欠ける。
　また、特にシェルフ・スペース等の実験例においては、実験例毎に結果にバラツキが
あり、例えば、フェイス弾性値について0．2という値が近似的に得られても、商品特性
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毎によって値が異なっている。これらの原因は、フェイス効果という、よりミクロの効
果を追求するにもかかわらず、実験サンプルも少なく、かつ、フェイス効果のみを抽出
するには、店舗内外の操作不可能要因が影響を与えざるを得ないためである。より大き
なサンプルでの実験が必要であるし、実験要素以外の操作可能な要因についても、操作
をより厳重に行う必要があろう。
　また、Doyle　and　Gidengil（1977）は、過去の店舗内実験をレビューする中で、これ
までの実験的研究の多くは、理論と実務のいずれに対しても貢献していないと批判して
図1－9　店舗内諸要因の操作と期待効果
商品の括りと
2
．
　　ゾーニング
　テーマ別コーナー
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出典：「流通ノウハウ研究開発機構最終報告書」（1985）
㈱流通経済研究所主任研究員（当時）宮沢政夫氏作成を一部修正
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いる。（35）その中で、彼は、上記と同様の問題点を指摘するとともに、理論面では、過
去の研究の追試と結果の一般化が行われてこなかったために、理論的進歩が妨げられた
としている。さらに、実務面では、研究者が小売経済学の特性を把握できず、また、個
々の小売業者の具体的問題ないし全体的戦略といった文脈の中でモデルをつくることが
できなかったためにその支持を得られない状況にあるとしている。
　4．既存研究レビューのまとめと研究課題
　以上のように、これまでの店舗内外の購買行動、特に店舗内購買行動を中心に、主とし
て実証的な研究成果をレビューしてきたわけであるが、それらを総括すると次の点を指摘
しうるであろう。
（1）店舗外購買行動研究の1つの課題は、魅力度要因と抵抗度要因の両要因を確定化す
　ることであるが、品揃えの方法や販売促進の方法また商品配置などの店舗内諸要因を
　どうモデルに組み込むかが重要となってくる。特に、今後、新規出店が続き、商圏が
　重なり合う形で店舗間競争が激化することは容易に想像できることであり、この際に、
　ストア・ロイヤルティの形成は、店舗の物理的与件以上に店舗内の諸要因により強く
　影響を受けるはずである。（36）
②　かっ、店舗内諸要因を検討する際に、“イメージ要素”もしくは“雰囲気”として
　要因をくくってしまうことは極力避けるべきであり、　「買物のしやすさ」を規定する
　要因を定量的に把握することが必要である。（37）
（3）店舗は「空間」として認識されるべきであり（特に複数の低関与財の購買行動にお
　いて）、移動空間としての店舗内において、購買意思決定がなされる過程を明らかに
　することが必要である。
（4）その点、これまでの研究は、研究により方法論が画一化しており、理論的にも実務
　的にも不完全である。たとえば、
　①購買意図（購買予定商品集合）と購買結果（購買商品集合）の差異を説明すると
　　ころか　らはじまった、いわゆる非計画購買に関する研究は、店頭面接法による限
　　界もあり、購買　プロセスが捨象され、非計画購買の生起メカニズムはブラック・
　　ボックスのままである。すなわち、非計画購買は顧客要因、店舗状況要因、商品要
　　因が考えられるが、これらの要　因間の関連については不明のままである。（38）
　②消費者情報処理理論の代表的方法であるプロトコール法による店舗購買の意識面
　　へのアプローチは、非計画購買の生起メカニズムを解明する有力な方法になりうる
　　が、その調査の困難さも手伝い、試験的にしか行われていない。また、消費者の情
　　報処理そのものに深くアプローチし、かっ、一般化しうる大量サンプルで検証可能
　　な方法が検討されなければならない。そして、今後、消費者の行動面の同時把握、
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　　かっ、店舗状況要因、顧客要因との関連を研究する必要がある。
　③消費者の店舗内購買行動、特に店舗やフロア全体での動きを見る動線調査を用い
　　た研究は、複数財の購買プロセスを把握する有効な方法の1つであるが、これまで
　　はどちらかというと、売場単位の分析、すなわち、動線を動線長ではなく、通過率
　　に変換して見ることが中心である。そのために、売場単位での問題点の抽出（例え
　　ば、通過率が低い等）はできても、消費者単位での購買プロセスを追究し、そこか
　　らフロア全体の状況要因との関連を見ることについては不十分である。
　④店舗内における「観察」及び「実験」の多くは特定の売場単位のものであり、そ
　　こからの知見も多いが、サンプルの少なさ等から、一般化されたものは多くはない。
　　また、観察及び実験から得られた示唆も、Doyle　and　Gidengelが指摘しているよう
　　に、その計画が小売業者の具体的問題ないし全体的戦略の中での位置づけが不十分
　　なために、結果として研究のための研究に終わっているケースが多い。
以上の指摘は、決してこれまでの研究が無意味であったということではない。それぞれ
の研究目的に照らして、その範囲内において評価しうる成果をあげていると思われる。し
かしながら、我々は、これらの消費者購買行動に関する研究から一体何が得られたのか、
あるいは、そこから、小売業の、またメーカーのマーケティング行動を具体的に高度化し
うる理論なりノウハウをどの程度抽出したかというと、かなりの疑問を投げかけざるを得
ない。これまでの研究は、まだ一般化しうるものは数少なく、そのために、理論化も遅れ
ている。かつ、何らかのノウハウらしきものも体系化されておらず、断片的である。
　この原因については、研究手法の遅れや研究のフィールドである小売店舗の制約、必要
なデータの収集の制約等も指摘されよう。それに加え、次の3点を指摘することができよ
う。
　（D　消費者購買行動に携わる研究者の性向として、消費者行動そのものに注視する余り、
　　マーケティング研究における当該研究の位置づけ、さらに、マーケティング主体者の
　　具体的な活動へのフィードバック方法が置き去りにされてしまっている（特に、小売
　　業のマーケティングについては、それが顕著である）。
　②　研究が細部に進むにつれて、必然的に研究対象・領域が狭くなり、消費者の購買行
　　動全体のフレームワーク、また、研究の実務的な優先順位づけが忘れられがちである。
　（3）他方の研究グループは、実務面での即効性を重視するがゆえに、店舗内要因の操作
　　性に偏重しすぎ、消費者行動をブラックボックスのまま扱い続けてきた。
　今回のレビューにおいては捨象したが、いわゆる「販売監査法」の領域として扱いうる
POSデータ、スキャン・パネル・データの分析を中心にした研究が、近年、増加しっっ
ある。（39）これまで収集不可能であった長期間の詳細なデータが、大量に収集可能となっ
た。そのデータそのものを分析対象とすることにより、新たな知見も数多く報告されてい
る。しかしながら、いうまでもなく、POSデータは文字通り販売結果のデータであり、
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図1－11のような様々な「売上変化要因」の影響を内在化したデータである。したがっ
て、これら要因間の相関を把握しない限り、　「何が何個売れた」という結果はわかっても、
「何故売れたのか」を解明することは不可能である。我々が知らねばならないのは、購買
生起の解明であり、そのメカニズムである。
　POS、スキャン、バネル・データの利用可能性は、これら要因群と店舗成果の関連を
明らかにする、その程度に依存しているといっても過言ではなかろう。そのために、購買
時点の情報　（＝店舗内状況要因）をコーザル・データとして収集する。また、IDカー
ドを顧客に渡すことにより、顧客属性と個人別購買履歴を収集するスキャン・パネルの設
置は、これまでの研究で分断されて研究されてきた店舗内購買行動を串刺しすることを可
能とする。この際に、これまでの伝統的な店舗内調査や実験をあわせて行うことが、購買
プロセスのブラックボックスを解明するために、より有効となるであろう。さらには、ス
キャン・パネラーの当該店舗外買物行動をすべて把握する（したがって、消費者の買物行
動をすべて把握する）ことにより、店舗内外の購買行動の関連性を追究することも不可能
ではなくなる。しかしながら、この際にも先に指摘したように、消費者行動の全体フレー
ムと具体的なマーケティング行動へのフィードバックを常に忘れずに研究することが必要
なことはいうまでもなかろう。
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図1－11　店頭における売上変化要因の把握と研究テーマ
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店舗内消費者情報処理メカニズムの解明とマーケティング適応（渡辺）
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